【様式Ａ】

	（宛先）京都市長
	年　　　　月　　　　日

	申請団体の主たる事務所の所在地

	申請団体の名称及び代表者名（記名押印又は署名）
電話　（　　　）　　　－


指定管理者指定申請書

	京都市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により、指定管理者の指定を申請します。

	申請する施設の名称
	こども本の森京都


【様式Ｂ】
団体の概要

	（ふりがな）

団体名
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	主たる事務所の
所在地
	〒

※　法人にあっては登記簿上の本店所在地を、共同事業体の場合は代表団体の本店所在地を記入すること。

	設立年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	従業員数
（非常勤職員含む）注１
	人

	沿　革 注１

(時系列に記入)
	

	事業内容等
	

	連絡担当者　
注２
	①
	【氏名】　　　　　　　　　　【所属】

【電話】　　　　　　　　　　【緊急連絡先】　　　　　　　
【電子メールアドレス】

	
	②
	【氏名】　　　　　　　　　　【所属】

【電話】　　　　　　　　　　【緊急連絡先】　　　　　　　
【電子メールアドレス】

	特記事項
	



注１　複数の団体で構成するグループの場合は、代表団体について記入すること。
注２　実務担当者を含め複数人記入のうえ、ふりがなを振ること。また、緊急連絡先については、常時必ず連絡が取れる電話番号及び担当者名を記入すること。
【様式Ｃ】
	（宛先）京都市長
	　　　　　　　　年　　　月　　　日

	誓約者の住所（法人にあっては、主たる
事務所の所在地）

	誓約者の氏名（法人にあっては、名称及び
代表者名）
電話　（　　　）　　　－

	

	　誓約者がこども本の森京都指定管理者募集要項「３応募資格」の「⑴要件」のうち、ア～キに規定する要件に該当することを誓約するとともに、当該要件に合致しないことが判明した場合は、応募について失格とされても異議はありません。


誓　　約　　書
【様式Ｄ】
誓　　約　　書
	（宛先）京都市長
	　　　　　　　　年　　　月　　　日

	誓約者の住所（法人にあっては、主たる
事務所の所在地）　　　　　　

	誓約者の氏名（法人にあっては、名称　及び代表者名）
　　　　　電話　　　　　－　　　　

	

	　誓約者が京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等及び同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生 年 月 日
	性　別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる者について記載してください。
　　⑴　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人（市長等（指定管理者を含む。以下同じ。）が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）
⑵　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する使用人（市長等が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）
注２　生年月日については、和暦を用いて記載してください。
【様式Ｅ】
共同事業体の結成に関する申請書
京都市長
共同事業体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
共同事業体代表団体　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
　こども本の森京都指定管理者の公募に参加するため、募集要項に基づき、別紙のとおり共同事業体を結成したことを証するとともに、申請します。
【様式Ｆ】
共同事業体の結成に関する協定書
	共同事業体の

目的
	当共同事業体は、次の業務を連帯して行うことを目的とする。

１　こども本の森京都指定管理業務
２　前項に付帯する事業

	共同事業体の
名称
	

	共同事業体の
事務所所在地
	

	共同事業体の
構成団体（代表団体も構成団体として記載すること。）
	所在地
団体名
	

	
	所在地
団体名
	

	
	所在地
団体名
	

	共同事業体の
代表団体
	所在地
団体名
	

	代表団体の権限
	１　指定管理者の指定申請及び協定の締結等に関し、京都市との関係に
おいて共同事業体を代表する権限
２　経費の請求及び受領に関する権限
３　契約に関する権限

	共同事業体の結成及び解散
	当共同事業体は、令和　年　月　日に結成し、指定期間終了後３か月を経過する日以降に解散するものとする。ただし、指定管理者に指定されなかった場合には、直ちに解散するものとする。

	共同事業体の業務遂行及び債務の履行についての責任
	各構成団体は指定管理者としての業務の遂行、及び業務の遂行に伴い当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

	権利義務の譲渡制限
	本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。

	業務途中における構成員の脱退に対する措置
	１　構成員は、京都市及び構成員全員の承認がなければ、当事業体が当該施設を管理運営する期間が満了する日までは脱退することができない。
２　構成員のうち業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、京都市の承認がある場合に限り残存構成員が共同連帯して当該業務を履行する。

	構成員の除名
	１　当事業体は、構成員のうちいずれかが、当該業務履行途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び京都市の承認により当該構成員を除名することができるものとする。

２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。

３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては、残存構成員が共同連帯して当該業務を履行する

	業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置
	構成員のうちいずれかが当該業務履行途中において破産又は解散した場合においては、京都市の承認がある場合に限り残存構成員が共同連帯して当該業務を履行する。

	代表者の変更
	代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び京都市の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。

	構成員の加入
	構成員の脱退、除名及び破産又は解散により残存構成員のみでは適正な業務の履行の確保が困難なときは、残存構成員全員及び京都市の承認を得て、新たな構成員を当該事業体に加入させることができる。

	解散後の瑕疵に対する構成員の責任
	当共同事業体が解散した後においても、当該業務につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責めに任ずるものとする。

	協議事項
	この協定書に定めのない事項については、構成員間の協議に基づき定めるものとする。


●●●●外●社は、上記のとおり●●共同事業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書●構成団体数＋１●通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するとともに、１通を京都市に提出するものとする。
令和　　年　　月　　日
代表団体　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
構成団体　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
構成団体　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
【様式Ｇ】
共同事業体連絡先一覧

共同事業体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　.
〔代表団体　担当者連絡先〕
	(ふりがな)
氏名
	（　　　　　　　　　　　　　　）



	所属団体
	

	部署・職名
	

	電話番号
	
	FAX
番号
	

	電子メール
アドレス
	


〔構成団体　担当者連絡先〕
	(ふりがな)
氏名
	（　　　　　　　　　　　　　　）



	所属団体
	

	部署・職名
	

	電話番号
	
	FAX
番号
	

	電子メール
アドレス
	


〔構成団体　担当者連絡先〕
	(ふりがな)
氏名
	（　　　　　　　　　　　　　　　）



	所属団体
	

	部署・職名
	

	電話番号
	
	FAX
番号
	

	電子メール
アドレス
	


【様式Ｈ】
共同事業体間の役割分担
共同事業体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　.
〔役割分担〕
	事業者名
	役割（所管する業務）

	
	

	
	

	
	


「運営実績及び事業計画」の作成に当たっての留意事項
	１　応募団体が競合した場合は、書類審査を匿名で行いますので、様式１以降の「運営実績及び事業計画」に関する様式は、匿名で作成してください。申請団体名や団体が運営されている施設名のほか、それらが特定できる情報（以下、「団体名等」という。）は記載しないでください。
２　書類審査は、原則として、この様式をもとに行いますので、それぞれの項目について貴団体の取組内容等を具体的に分かりやすく記載してください（別紙参照とはしないでください）。
３　指定した添付書類の添付がない場合は、添付漏れや未作成とし、減点する場合があります。
なお、添付書類に団体名等が記載されている場合は、当該箇所を黒塗り等により判読できないようにしたうえで提出してください。
４　様式及び添付書類ともに、個人情報が記載されている場合は、当該箇所を黒塗り等により判読できないようにしてください。
５　収支計画（費用の見積額）が募集要項２⑶指定管理料に示す指定管理料の上限額を超過したものとなっていた場合は、失格とします。
６　すべての提出書類について、ホッチキス留めは控えてください。また、提出方法は、別紙１－２のとおりとしてください。
　　なお、書類の綴じ方や見つけやすさ等は、審査において評価に影響を及ぼすものではありません。


【様式１】
１　団体の運営実績
１　団体の事業実績等について記載してください。
　注　共同事業体による応募の場合にあっては、共同事業体としての実績、代表団体の実績、その他の構成団体の実績のいずれであるかが判別できるように記載してください。
	


２　同種事業の実績
　⑴　こども本の森京都と同種の事業（こども本の森京都と類似する文化施設・図書館の運営や図書を活用した事業、子どもの居場所づくり等）の実績について、該当する□（１つ）にレ印を記載してください。

　　　□　事業実績がある
　　　　
※　共同事業体の場合のみ、事業実績がある団体の区分について該当する
すべての□にレ印を記載してください。
　　　　　　　　□　代表団体
　　　　　　　□　その他の構成団体
　
　
　　　□　事業実績がない

⑵　同種事業の実績について記載してください。
	


【添付書類】
○管理・運営している類似施設や図書を活用した事業等の実績を示す書類
　○同種事業の特徴を示すパンフレット等（既存のものがある場合）
【様式２】
２　監査指摘等の状況

令和５年度以降の法人監査の指摘状況及び是正・改善状況について記載してください。

	指摘事項
	是正・改善の内容

	
	


【様式３】
３　団体全体における事故及び不祥事について
１　令和５年度以降（申請日まで）、団体（共同事業体による応募の場合にあっては構成団体を含む。）における重大な事故（※１）及び不祥事（※２）の発生状況について、該当する□（１つ）にレ印を記載してください。

　※１　利用者の死亡、入院を要する怪我（団体（共同事業体による応募の場合にあっては構成団体）の運営体制の不備等に起因するものに限る）、利用者の財物の損壊・滅失等の重大な事故
　※２　職員の信用失墜行為や法令違反により利用者処遇に影響を及ぼしたもの
　　　　京都市競争入札参加停止取扱要綱第３条の規定に基づく参加停止を行う要件に該当するもの又はこれに準ずるもの
　□　団体全体において重大な事故や不祥事は発生していない

　□　団体全体において重大な事故又は不祥事が発生したが、適切に対応し、再発防止策をとった

　□　団体全体において重大な事故又は不祥事が発生したが、対応や再発防止策が不十分である

２　令和５年度以降（申請日まで）、重大な事故又は不祥事が発生した場合、具体的な内容、発生後の対応、再発防止策等を記載してください（※要点を簡潔に記載してください）。
	事故又は不祥事の具体的内容
	発生後の対応及び再発防止策

	
	


【添付書類】
○事故及び不祥事の詳細が分かる書類（例：事故報告書、役員会等での説明資料）

　【様式４】
４　同種事業における事故及び不祥事について
１　令和５年度以降（申請日まで）、こども本の森京都と類似する文化施設・図書館の運営や図書を活用した事業、子どもの居場所づくり等における重大な事故（※１）及び不祥事（※２）の発生状況について、該当する□（１つ）にレ印を記載してください。
　※１　利用者の死亡、入院を要する怪我（団体（共同事業体による応募の場合にあっては構成団体を含む。））の運営体制の不備等に起因するものに限る）、利用者の財物の損壊・滅失等の重大な事故
　※２　職員の信用失墜行為や法令違反により利用者の処遇に影響を及ぼしたもの
　　　　京都市競争入札参加停止取扱要綱第３条の規定に基づく参加停止を行う要件に該当するもの又はこれに準ずるもの
□　類似施設において重大な事故や不祥事は発生していない

　□　類似施設において重大な事故又は不祥事が発生したが、適切に対応し、再発防止策をとった

　□　類似施設において重大な事故又は不祥事が発生したが、対応や再発防止策が不十分である

　□　類似施設を運営していない

２　重大な事故又は不祥事が発生した場合、具体的な内容、発生後の対応、再発防止策等を記載してください。（※要点を簡潔に記載してください。）
　　記入に当たっては、様式３「団体全体における事故及び不祥事について」で記載した内容のうちこども本の森京都と類似する文化施設・図書館等の分については再掲してください。
	事故又は不祥事の具体的内容
	発生後の対応及び再発防止策

	
	


【添付書類】
○事故及び不祥事の詳細が分かる書類（例：事故報告書、役員会等での説明資料）
【様式５】
５　コンプライアンスの推進
コンプライアンスに対する基本的な考え方及び具体的な取組内容（労働関係法令の遵守、子どもや障害児の権利擁護を含む。）について記載してください（コンプライアンスに関する組織体制、基本方針の策定、職員研修（倫理研修等）の実施状況、マニュアル等の整備、ハラスメントの防止に関する取組の実施、内部監査・点検の実施 等）。
	


【様式６】
６　財務指標
　前３事業年度の売上高経常利益率、自己資本比率、流動比率、総資本経常利益率、売上高有利子負債比率を計算し、記載してください。
	財務指標及び算定式
	令和５年度
	令和６年度
	令和７年度
	説明等

	１．売上高総利益率
売上総利益÷売上高×100（％）
	
	　
	　
	

	２．売上高営業利益率
営業利益÷売上高×100（％）
	
	　
	　
	

	３．売上高経常利益率
経常利益÷売上高×100（％）
	
	　
	　
	

	４．総資本回転率
売上高÷総資本　（回）
	
	　
	　
	

	５．総資本経常利益率
売上高経常利益率×総資本回転率
	
	　
	　
	

	６．流動比率
流動資産÷流動負債×100（％）
	
	　
	　
	

	７．自己資本比率
自己資本÷総資本×100（％）
	
	　
	　
	

	８．売上高有利子負債比率
有利子負債÷売上高×100（％）
	
	　
	　
	


※各指標の変化に関する説明、同業他社と比較した客観的データ等に基づく財務の健全性に関するアピール等があれば、説明欄に記載してください。

※株式会社以外の団体については、それぞれの団体が準拠すべき会計基準等（公益法人会計基準、社会福祉法人会計基準等）により読み替えて、上記の表の３から７までを記載してください（下記の例を参照）。

　　　売上高　　→　（公益法人）経常収益、　（社会福祉法人）事業活動収入

　　　経常利益　→　（公益法人）当期経常増減額、　（社会福祉法人）経常収支差額

　　　総資本　　→　資産

　　　自己資本　→　（公益法人）正味財産、　（社会福祉法人）純資産
【様式７】

７　運営方針等

１　こども本の森京都の設置目的や「こども本の森京都基本方針」を踏まえた申請施設の管理運営に当たっての運営方針や指定管理期間中の事業目標を記載してください。
	


２　一般の利用者による施設の利用に係る利用時間の区切り方の設定案について、設定理由を含めて記載してください。
　　※　一般の利用者の収容可能人数は９０名程度であり、利用時間を区切り完全入替制により運営することを予定。なお、施設の利用方法は、指定管理者の指定の後、協議のうえで決定する。　

	


【様式８】
８　事業に関する業務に係る計画
　
１　要求水準書に示す「本の管理（展示、購入等も含む）」、「地域子育て支援拠点事業の実施」、「イベントの実施」、「地域団体との連絡調整等」及び「京都芸術センターとの連携」の計画、事業の実施手法について、「こども本の森京都基本方針」の基本コンセプトに示す４つの重点項目の観点から詳しく記載してください
また、基本コンセプトに示す４つの重点項目を踏まえた選書方針・配架方法について、詳しく記載してください。
特に、独創的又は工夫のあるポイントがあれば積極的にアピールしてください。
⑴　重点項目①「安心して過ごせる居場所づくり」に関する計画、事業の実施手法
	


⑵　重点項目②「知的好奇心を刺激し、感性をはぐくむ空間」に関する計画、事業の実施手法　※本の選書方針や配架方法の詳細は、下記⑸に記載してください。
	


⑶　重点項目③「本物（ほんまもん）との出会いの場の創出」に関する計画、事業の実施手法
	


⑷　重点項目④「地域コミュニティとのつながり」に関する計画、事業の実施手法
	


⑸　基本コンセプトに示す４つの重点項目を踏まえた本の選書方針・配架方法
	


２　要求水準書に示す「寄附金の収集」について、実施手法等を記載してください
特に、独創的又は工夫のあるポイントがあれば積極的にアピールしてください。
	


【様式９】
９　職員の配置計画・人材育成
１　明確な責任体制の構築のための指定管理業務を統括する責任者の配置に関する考え方（統括管理責任者としての資質、経歴、資格等）と統括管理責任者の確保の方策（団体で既に確保している場合にはその旨）を記してください。
	


　２　こども本の森京都の適切な管理運営体制を確保するための組織編制についての基本的な考え方と、具体的な運営体制（業務分担、指揮命令系統及び緊急時の連絡系統その他必要な内容）を示してください。

	


３　こども本の森京都の職員配置計画について、業務ごとに配置する人材の要件、雇用・就業形態（正規職員、非常勤職員、臨時雇用、契約職員等）、人数及び時給（正規職員の場合は時給換算額）など、具体的に示してください。

	


４　職員配置計画に基づく業務ごとの採用予定、採用の方法を示してください。
	


５　職員の勤務形態及び勤務条件を示してください。
　　なお、非正規職員から正規職員への転換に向けた職員雇用方針等の計画があれば、積極的にアピールしてください。
	


６　職員に対する研修、指導教育の方針、研修計画等、人材育成の計画を示してください。
	


７　任意様式によりジョブローテーション表（職員の配置予定がわかるもの）を作成し、添付してください。
【様式１０】
１０　内部牽制体制
１　経費執行に係る内部牽制体制の基本的な考え方及び具体的に取り組みたいと考えている事項について記載してください。
	


２　会計責任者及び出納職員の配置について、該当する□（１つ）にレ印を記入し、必要事項を記載してください。
　　　□会計責任者と出納職員は別の者を任命する（兼務しない）

　　　□上記以外（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【様式１１】
１１　施設の提供・運営に関する業務に係る計画
　
１　要求水準書に示す「施設の提供・運営に関する業務」の内容を踏まえ、業務に関する計画、実施手法等について示してください。
　　特に、工夫のあるポイントがあれば積極的にアピールしてください。

⑴　入館受付の方法等に関する計画、実施手法
	


　⑵　利用者へのサポートに関する計画、実施手法
	


⑶　集客・利用促進に関する計画、実施手法
	


⑷　施設利用における事故防止に関する計画、実施手法

　　※非常災害時の対応については【様式１２】の２に記載してください。

	


⑸　地域団体との調整、明倫学区民の利用に関する基本的な考え方
	


【様式１２】
１２　施設の維持管理に関する業務に係る計画
１　要求水準書に示す「清掃」、「緑地管理」について、具体的な実施要領、年度別の実施計画を示してください。
特に、安全性や市民サービスの向上、管理経費の節減に結びつく工夫があれば積極的にアピールしてください。
	


　
２　要求水準書に示す「保安警備」について、具体的な実施要領、年度別の実施計画を示してください。
特に、安全性や市民サービスの向上、管理経費の節減に結びつく工夫があれば積極的にアピールしてください。
	


３　要求水準書に示す「建物管理」について、具体的な実施要領、年度別の実施計画を示してください。
特に、安全性や市民サービスの向上、管理経費の節減に結びつく工夫があれば積極的にアピールしてください。
	


【様式１３】
１３　運営の質の確保・向上
　運営の質の確保・向上に関する基本的な考え方や特に力を入れて取り組みたいと考えている事項、具体的な取組内容等を記載してください。
	


【様式１４】
１４　利用者の意見聴取とその反映方法、個人情報の保護等
１　利用者のニーズや意見の聴取とその反映方法を示してください。
	


２　苦情解決の体制及び取組方法を示してください。
	


３　要求水準書に示す「情報公開」に関する考え方や取組方法を示してください。　
	


４　要求水準書に示す「個人情報の取扱い」に関する考え方や取組方法を示してください。
	


【様式１５】
１５　自主事業に係る計画
要求水準書に示す「自主事業」について、自主興行や物販の実施を計画している場合は、その内容を具体的に示してください。
特に、独創的又は工夫のあるポイントがあれば積極的にアピールしてください。
また、自主事業により大幅な利益が発生した場合の取扱いについて、利益の額の算定及び還元の方法について提案してください。

	


【様式１６】
１６　団体の本店又は主たる事務所の所在地等
１　団体（共同事業体による応募の場合にあっては１つ以上の構成団体）が京都市の区域内に本店又は主たる事務所を有する事業者であるか、該当する□（１つ）にレ印を記入し、必要事項を記載してください。
　　
□該当する
※共同事業体による応募の場合のみ
①　構成団体　　団体のうち、　　団体
　
②　代表団体の該当状況
　　□該当する
　　　□該当しない
　　□該当しない
２　団体（共同事業体による応募の場合にあっては１つ以上の構成団体）が市内中小企業であるか、該当する□（１つ）にレ印を記入し、必要事項を記載してください。

　　
□該当する
※共同事業体による応募の場合のみ
①　構成団体　　団体のうち、　　団体
②　代表団体の該当状況

　　□該当する
　　　□該当しない

　　□該当しない
　（参考）
　　市内中小企業：中小企業基本法第２条第１項各号のいずれかに該当するものであって、本市の区域内に本店又は主たる事務所を有するもの）

【様式１７】
１７　市内中小企業の活用
市内中小企業の活用についての考え方、活用に向けた具体的な取組内容等を示して下さい。
	


【様式１８】
１８　運営の健全性
　サービスの質の確保と経営の効率性のバランスについて、基本的な考え方や具体的な取組内容等を記載してください。
	


【様式２１】
２１　その他　※自由記載
その他、補足説明やＰＲしたいことがあれば記載してください。
	


※共同事業体の構成団体が３団体を上回る場合は、必要に応じて行の追加等を行ってください。


※必要に応じて、構成員間での個別の協定項目を追記してください。





※共同事業体の構成団体が３団体を上回る場合は、必要に応じて行の追加等を行ってください。









